
事 業 概 況 （平成 28年 12月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 28 年度労災保険業務機械処理の平成 28 年 12 月末現在における保険給付支払総額は 5,800 億円で、前年同期に比

べて0.3％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が3,009億円で51.9％と最も大きく、次いで療養補償給

付が1,716億円で29.6％を占めている。以下、休業補償給付が12.3％、障害補償一時金が4.0％、遺族補償一時金及び介

護補償給付がそれぞれ0.9％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.1％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が8.6％増、葬祭料が3.0％増、障害補償一

時金が1.6％増、療養補償給付が1.4％増、二次健康診断等給付が1.3％増となっているのに対し、休業補償給付が2.9％

減、年金等給付が1.0％減となっている。なお、介護補償給付は変化がなかった。（第１表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 581,854,756 100.0 1.7 △    579,960,252 100.0 0.3 △    

療 養 補 償 給 付 169,222,134 29.1 1.2 △    171,608,713 29.6 1.4

休 業 補 償 給 付 73,535,994 12.6 2.8 △    71,379,671 12.3 2.9 △    

障 害 補 償 一 時 金 23,118,937 4.0 3.3 △    23,482,448 4.0 1.6

遺 族 補 償 一 時 金 4,853,882 0.8 14.7 △   5,272,989 0.9 8.6

葬 祭 料 1,525,915 0.3 12.5 △   1,571,363 0.3 3.0

介 護 補 償 給 付 4,940,670 0.8 2.2 △    4,939,136 0.9 0.0

年 金 等 給 付 303,863,978 52.2 1.4 △    300,902,246 51.9 1.0 △    

二 次健 康診 断等 給付 793,246 0.1 7.6 803,686 0.1 1.3

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成27年度　27年12月末 平成28年度　28年12月末

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が1,702億円で29.3％、「その他の事業」が1,622億円で28.0％、

「製造業」が1,443億円で24.9％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が4.3％、「林業」が1.9％、「船舶

所有者の事業」が0.4％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「漁業」が3.3％増、「その他の事業」が2.5％増、「船舶所有者

の事業」が 2.1％増、「運輸業」が 0.1％増となっているのに対し、「鉱業」が 5.6％減、「電気、ガス、水道又は熱供給の

事業」が3.0％減、「林業」が1.9％減、「建設事業」が1.5％減、「製造業」が1.1％減となっている。（第２表） 

 

 



区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 581,854,756 100.0 1.7 △    579,960,252 100.0 0.3 △    

林 業 11,458,393 2.0 3.6 △    11,243,144 1.9 1.9 △    

漁 業 1,958,941 0.3 5.1 △    2,023,927 0.3 3.3

鉱 業 26,152,218 4.5 5.9 △    24,692,308 4.3 5.6 △    

建 設 事 業 172,836,106 29.7 3.0 △    170,185,419 29.3 1.5 △    

製 造 業 145,987,487 25.1 2.2 △    144,329,781 24.9 1.1 △    

運 輸 業 61,467,902 10.6 0.9 △    61,507,895 10.6 0.1

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,416,870 0.2 2.2 △    1,374,696 0.2 3.0 △    

そ の 他 の 事 業 158,189,893 27.2 0.6 162,166,040 28.0 2.5

船 舶 所 有 者 の 事 業 2,386,946 0.4 1.4 2,437,043 0.4 2.1

平成27年度　27年12月末 平成28年度　28年12月末
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年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が1,623億円で53.9％と最も大きく、次いで障害補

償年金が1,137億円で37.8％、傷病補償年金が249億円で8.3％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が999億円で33.2％、「製造業」が864億円で28.7％、「そ

の他の事業」が569億円で18.9％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が5.8％、「林業」が1.9％、「漁業」

が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.2％となっている。（第３表） 

 

平成28年度　28年12月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

　業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 113,694,058 162,332,021 24,876,167 300,902,246 100.0

林 業 1,655,605 3,816,681 286,529 5,758,814 1.9

漁 業 309,750 980,101 51,951 1,341,802 0.4

鉱 業 1,621,378 11,902,367 3,959,127 17,482,872 5.8

建 設 事 業 32,068,402 58,672,459 9,175,342 99,916,203 33.2

製 造 業 42,915,690 38,633,072 4,896,842 86,445,604 28.7

運 輸 業 11,839,108 18,127,007 1,829,409 31,795,523 10.6

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
202,467 588,893 60,726 852,086 0.3

そ の 他 の 事 業 22,974,846 29,288,376 4,587,569 56,850,791 18.9

船 舶 所 有 者 の 事 業 106,812 323,067 28,672 458,551 0.2

構 成 比 37.8% 53.9% 8.3% 100.0% －

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比

 

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

 

 

 

 

 



保 険 料 

 

  平成 28年度労災保険業務機械処理の平成28年 12月末現在における保険料徴収決定済額は8,523億円で、前年同期に比

べて1.6％増となっている。保険料収納済額は5,984億円で、前年同期に比べて2.2％増となっている。また、収納率につ

いてみると70.2％となっており、前年同期に比べて0.4ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が4,035億円で47.3％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,864 億円で 21.9％、「製造業」が 1,619 億円で 19.0％を占めている。以下、「運輸業」が 8.7％、「船舶所有者

の事業」が 1.6％、「林業」が 0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

区　分　

平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度

　業　種 27年12月末 28年12月末 27年12月末 28年12月末 27年12月末 28年12月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 838,991,417 852,330,003 100.0 1.6 585,478,217 598,369,410 100.0 2.2 69.8 70.2

林 業 5,331,441 5,380,309 0.6 0.9 3,738,790 3,793,379 0.6 1.5 70.1 70.5

漁 業 1,967,221 1,998,213 0.2 1.6 1,345,074 1,366,713 0.2 1.6 68.4 68.4

鉱 業 2,998,248 2,969,399 0.3 1.0 △   1,868,789 1,854,927 0.3 0.7 △   62.3 62.5

建 設 事 業 187,420,419 186,350,092 21.9 0.6 △   130,357,820 130,564,154 21.8 0.2 69.6 70.1

製 造 業 161,837,786 161,923,605 19.0 0.1 111,074,272 111,203,369 18.6 0.1 68.6 68.7

運 輸 業 71,391,116 74,027,550 8.7 3.7 46,310,411 48,789,425 8.2 5.4 64.9 65.9

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,260,382 2,322,749 0.3 2.8 1,555,572 1,620,164 0.3 4.2 68.8 69.8

そ の 他 の 事 業 392,303,252 403,461,891 47.3 2.8 280,093,330 289,655,840 48.4 3.4 71.4 71.8

船舶所有者の 事業 13,481,551 13,896,194 1.6 3.1 9,134,159 9,521,440 1.6 4.2 67.8 68.5

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
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同　期
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